
（平成２２年１月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手厚生年金 事案 511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のう

ち、申立期間①に係る資格喪失日の記録を平成９年２月１日に訂正し、標準

報酬月額を 15万円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記

録のうち、申立期間②に係る資格取得日の記録を平成９年 10 月 21 日に訂正

し、標準報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 50年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年 12月 21日から９年２月１日まで 

  ② 平成９年 10月 21日から同年 11月１日まで 

私は平成６年のＡ社入社以来、事業主の指示で一時期Ｂ社に転勤したが、

継続してＡ社に在籍していた。給与明細書を提出するので、私が申立期間

①及び②において厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主及び同僚の供述により、申立人が申立期間①及び②においてＡ社に

勤務していたことが確認できる。 

また、事業主は「Ａ社とＢ社は、どちらも私が経営しており申立人は両事

業所を行き来していた。平成 18 年に会計士が他界したので当時の資料は無い

が、申立人の給与から厚生年金保険料を控除したと思う。」と回答している

ことから判断すると、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立人から提出のあった申立期間①及び②に係る給与明細書から、

申立人は申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控



                      

  

除されていたことが確認できる。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人が保管する給与明細書に記載

されている厚生年金保険料の控除額から、申立期間①は 15 万円、申立期間②

は 16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は、当時の会計士が適切に処

理して納付したとしているが、オンライン記録によると、申立期間①に係る

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日である平成８年 12

月 21 日、申立期間②に係る申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資

格喪失日である９年 10 月 21 日及び申立期間②に係る申立人のＡ社における

厚生年金保険被保険者の資格取得日である同年 11 月１日が、すべて雇用保険

の離職日及び資格取得日と一致しており、公共職業安定所及び社会保険事務

所（当時）の双方が誤って同じ日を記録したとは考え難いことから、事業主

は社会保険事務所の記録どおりの資格得喪の届出を行っており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る８年 12 月から９年１月までの期間及び同年

10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）事業主は、申立期間①及び②に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 33年９月 12日から 34年５月１日まで 

② 昭和 35年１月 22日から 39年４月 28日まで 

申立期間の年金記録を確認したところ、脱退手当金が支給済みとの回答

をもらった。 

しかし、私は脱退手当金を受け取った記憶が無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間①と②の間にある２回

の申立事業所における被保険者期間についてはその計算の基礎とされておら

ず、未請求となっている。しかしながら、申立人がこれを失念するとは考え

難い上、未請求となっている被保険者期間と申立期間である４回の被保険者

期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間と

して存在することは事務処理上不自然である。  

また、申立人のオンライン記録と厚生年金保険被保険者原票の標準報酬月

額に係る変更記録の一部が異なっているため、脱退手当金が支給されたとす

る額は、法定支給額と 101円相違している。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 513 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を平成５年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年８月 21日から同年９月１日まで 

私はＡ社に平成５年８月 20 日まで出勤し、同年８月 31 日までは所定の

有給休暇届を提出した上で年次有給休暇を取得いたしました。この場合、

同年９月１日が資格喪失日となるはずなので、私が申立期間において厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年８月 20 日までＡ社に出社し、同年８月 31 日までは年

次有給休暇を取得したとしているところ、オンライン記録によれば、同社に

おいて同年８月 21日に資格を喪失している。 

また、現在の事業主は、当該事業所が保管している申立人に係る雇用保険

被保険者離職証明書に記載された離職日が平成５年８月 20 日であることから

申立人に、同年８月 21 日以降の勤務実態は無く、同年８月分の厚生年金保険

料を申立人の給与から控除していないと回答している。 

しかし、当時の代表取締役社長、当時の経理責任者及び申立人の退職時の

事務処理を行った社会保険事務担当者は、「申立人は平成５年８月 21 日から

同年８月 31 日まで年次有給休暇を取得しており当該事業所に在籍していた。

申立人の同年８月分の給与から厚生年金保険料を控除したと思う。」と供述

している。 

また、申立人の預金取引明細表には当該事業所に係る平成５年８月分の給

 



                      

  

与振込額が記録されており、この金額は申立人が同年８月 31 日まで在籍して

いたものとして試算した給与の総支給額から当時の料率に基づき試算した厚

生年金保険料、健康保険料、所得税及び雇用保険料を控除した金額とおおむ

ね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人の当該事業所における資格喪失日は

平成５年９月１日であり、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成５年７月

のオンライン記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、現在の事業主は厚生年金保険料を控除していないので履

行していないと回答している上、厚生年金保険の記録における資格喪失日が

雇用保険の記録における離職日の翌日となっており、公共職業安定所及び社

会保険事務所（当時）の双方が誤って記録したとは考え難いことから、申立

期間当時の事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成５年８月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 519 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、②及び③について、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における申立期間①、②及び③に係る標準賞与額

の記録を、申立期間①は 13 万 2,000 円、申立期間②及び③は 27 万 2,000 円

とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④及び⑤に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされて

いるが、申立人は申立期間④及び⑤に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間④及び⑤に係る標準賞与額の記録を 28 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①、②、③、④及び⑤の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 26日 

  ② 平成 17年７月 15日 

  ③ 平成 17年 12月 15日 

  ④ 平成 18年７月 20日 

  ⑤ 平成 18年 12月 20日 

年金記録を確認したところ、申立期間に支払われた賞与に係る記録が無

かった。 

賞与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる賞与明細書

を提出するので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③については、申立人から提出のあった賞与明細書の



                      

  

記録により、申立人は申立期間①、②及び③においてその主張する標準賞与

額（申立期間①は 13 万 2,000 円、申立期間②及び③は 27 万 2,000 円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立期間①、②及び③に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も

納付していないと回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立

人の申立期間①、②及び③における標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立期間④及び⑤については、事業主は平成 21 年４月に申立人の申

立期間④及び⑤に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出している

ところ、当該記録は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計

算の基礎とならない記録とされているが、申立人から提出のあった賞与明細

書の記録により、申立人は申立期間④及び⑤においてその主張する標準賞与

額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に申立期間④及び

⑤に係る賞与支払届を提出したことが確認できるほか、当該保険料を納付し

ていないと回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申

立期間④及び⑤における標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 14 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年４月 30日から同年５月１日まで 

私は平成 12年４月から 14年４月 30日までの期間、Ａ社に勤務していた

が、社会保険事務所（当時）に確認したところ、申立期間について厚生年

金保険の被保険者記録が無い旨の回答をもらった。申立期間について間違

いなく勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社が保管する賃金台帳により、申立人は同事業

所に平成 14 年４月 30 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所が保管する賃金台

帳から確認できる厚生年金保険料額から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当

該事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書にお

いて、申立人の資格喪失日は平成 14 年４月 30 日と記載されている上、事業

主は「当時の事務手続担当者が申立人の資格喪失日を誤って平成 14 年４月

30 日と届け出てしまった」と回答していることから、社会保険事務所（当

時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（その後



                      

  

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納入する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 14 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年４月 30日から同年５月１日まで 

私は平成７年４月から 14 年４月 30 日までの期間、Ａ社に勤務していた

が、社会保険事務所（当時）に確認したところ、申立期間について厚生年

金保険の被保険者記録が無い旨の回答をもらった。申立期間について間違

いなく勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社が保管する賃金台帳により、申立人は同事業

所に平成 14 年４月 30 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所が保管する賃金台

帳から確認できる厚生年金保険料額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当

該事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書にお

いて、申立人の資格喪失日は平成 14 年４月 30 日と記載されている上、事業

主は「当時の事務手続担当者が申立人の資格喪失日を誤って平成 14 年４月

30 日と届け出てしまった」と回答していることから、社会保険事務所（当

時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（その後



                      

  

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納入する義務を履行して

いないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日

に係る記録を昭和 44年９月 12日に訂正し、申立期間の標準報酬月額につい

ては３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 12日から同年 11月１日まで 

Ａ事業所に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録が

無い。当時の給与支払明細書を提出するので厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する給与支払明細書及び源泉徴収票により、申立人がＡ事業

所に昭和 44年９月 12日から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、当該事業所は、昭和 44年 11月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっているため、申立期間当時は適用事業所としての

記録が無い。しかし、商業登記簿により、当該事業所は同年８月 28 日に有

限会社として設立されている上、申立人及び同僚は、同年９月には十数人の

従業員がおり、作業を行っていたと供述していることから、申立期間当時、

適用事業所の要件を満たしていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の保険料控除

額から、３万円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において厚生年金保険の適用事業所で



                      

  

ありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認

められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

岩手国民年金 事案 567 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年７月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年７月から 61年３月まで 

    結婚した昭和 56 年 11 月以降は、国民年金に任意加入し、国民年金保険

料は夫の給料から天引きされていた。申立期間が未加入とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、婚姻後は自身で国民年金保険料を納付した記憶は無く、保険料

は夫の給料から天引きされていたとしており、申立人の夫は、自身が勤務す

る会社に任せていたとしているが、申立人の夫が会社に確認したところ、会

社では個人的なことについては行わないと回答を受けたとしている。 

   また、申立人が所持する年金手帳には、国民年金の被保険者でなくなった

日として昭和 60 年７月 11 日と記載されていることが確認でき、オンライン

記録及びＡ市作成の国民年金被保険者名簿においても、同日に国民年金被保

険者資格を喪失したことが確認できることから、申立期間は未加入期間とな

り、申立人は申立期間の保険料を納付することはできなかったものと考えら

れる。なお、同被保険者名簿によると、申立期間を含む昭和 60 年度の保険料

については、昭和 60 年４月から同年６月までの保険料のみが同年 12 月９日

に納付された記録となっており、申立期間の保険料は納付された形跡がみら

れないことが確認できる。 

   さらに、Ａ市作成の国民年金被保険者名簿において、資格喪失の欄には、

「60.7.11」及び「入力 60.7.11」と印が押され、喪失事由の欄は「喪・

申・死・６－２・却」のうち、「申」に丸が付されていることが確認できる

ところ、当該表記について、Ａ市では、申出により資格喪失したものと考え

られるとしていることを踏まえると、申立人側からの申出により、昭和 60 年



                      

  

７月 11日に国民年金被保険者資格を喪失したものと推認される。 

加えて、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

岩手国民年金 事案 568 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年４月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 52年 12月まで 

    会社を退職し、結婚したのをきっかけに国民年金へ加入し、国民年金保 

険料を定期的に納付していた。未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚したことをきっかけに国民年金へ加入したとしており、申

立期間は、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であることから任意加入対

象期間となるところ、オンライン記録によると、昭和 53 年１月 23 日に国民

年金へ任意加入している。制度上、任意加入者はさかのぼって被保険者資格

を取得することができないことから、申立期間は未加入期間となる。未加入

者には国民年金手帳及び納付書が発行されないことから、申立期間の保険料

を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人の婚姻後の国民年金手帳記号番号は昭和 53 年１月 13 日にＡ

市Ｂ区において払い出されているが、申立人は、42 年２月に結婚した時から

平成４年３月にＣ市に引っ越すまでＢ区に住んでいたとしており、申立人に

対して、申立期間に係る別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 569    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年４月から 60 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 60年１月まで 

    私の国民年金保険料は父が納付していたが、私がＡ市内のアパートに住

んでいた時に、いつの期間についてかは分からないが、国民年金の納付書

が届き、その期間について納めているかどうかをＡ市役所で調べてもらっ

た記憶が有る。また、そのアパートに住んでいた時に、いつの期間につい

てかは分からないが、８万円ほど国民年金保険料を納付しており、それが

申立期間の保険料だったかも知れない。 

    また、昭和 60 年２月及び同年３月も申立期間と同じ免除期間であったが、

平成７年２月 20 日に保険料が納付されているので、申立期間についても、

父が納付していたかも知れない。亡くなった父には尋ねられないので、調

べて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市内のアパートで暮らしていた時に、国民年金の納付書を受

け取ったとしている一方で、Ａ市への転入手続は行ったものの、国民年金に

ついては何も手続した記憶は無いともしている。戸籍の附票によると、申立

人は、昭和 61 年 10 月１日にＡ市に住所を定めていることは確認できるが、

追納や納付書作成の申出などを自身では行ったことは無いとしていることか

ら、申立人が受け取ったとする納付書は申立期間についての納付書とは考え

難い。 

また、申立人は、そのアパートに住んでいた時に８万円ほど国民年金保険

料を納付したとしており、それが申立期間の保険料であったかも知れないと

しているが、申立期間に要する追納保険料額は 19万 4,800円であり、申立人

が納付したとする金額とは大きく異なる。 



                      

  

さらに、申立人は、申立期間直後の昭和 60 年２月及び同年３月も申立期間

と同様に免除期間であったが、平成７年２月 20 日に追納されているので、申

立期間についても、申立人の父が追納したかも知れないとしているが、この

時点で申立期間については時効のため追納できない期間である。 

加えて、オンライン記録によると申立期間は申請免除となっており、Ｂ町

（現在は、Ｃ市）作成の国民年金被保険者名簿の記録と一致している。 

そのほか、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

岩手国民年金 事案 570 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月から 61年３月まで 

    父が亡くなった後、農協を辞めてから名義変更などの手続のため市役所

に行った時、国民年金への加入手続も一緒に行い、納税組合に保険料を納

めた。未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 61 年 11 月に払い出され、オンライ

ン記録及びＡ市作成の国民年金被保険者名簿では、国民年金の被保険者資格

取得年月日は 61 年４月１日となっていることから、申立期間は未加入期間

となり、申立人に対して納付書が発行されることは無く、保険料の納付はで

きなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行った際、市役所の担当職員から

「国民年金の加入は国民の義務だから保険料を納付しなければならない」と

言われたとしているが、被用者年金加入者の配偶者が国民年金の強制適用と

されたのは昭和 61 年４月からであり、59 年 10 月に加入手続をしたとする主

張と符合しない。 

さらに、申立人が主張しているとおり昭和 59 年 10 月に国民年金の被保険

者資格を取得し、保険料を地区の納税組合に納付するためには、納税組合で

は保険料の集金は現年度分のみを取り扱うこととなるため、別の国民年金手

帳記号番号が必要となるが、申立人は、20 歳以降、Ａ市以外に住民登録して

いないなど、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらず、申立期間の保険料を納税組合で納付する

ことはできない。 

加えて、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関連



                      

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 571 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年９月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年９月から平成元年３月まで 

    母は、私が 20 歳になった時に、私の国民年金に係る任意加入手続をし、

国民年金保険料を納付していたはず。未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身では申立期間に係る国民年金への加入手続及び国民年金保

険料の納付は行ったことは無く、当時Ａ市に在住していた申立人の母が、自

発的に行ってくれたはずと主張しているが、申立人の母は、申立人に係る国

民年金への加入手続を行い、保険料を納付したのは、申立人から加入手続を

するよう依頼されたことが契機であるとしており、申立人と申立人の母の主

張は相違している。 

   また、申立人は、大学時代はＢ県に居住していたものの住民票はＡ市から

異動したことは無かったとしているが、申立人の運転免許証番号から、申立

人が 19 歳となる昭和 60 年には、Ｂ県に住民登録していることが確認できる

上、戸籍の附票によると、申立人は 63 年 12 月に他市町村からＡ市に転入し

ていることが確認できる。仮に、申立人が 20 歳になった時にＡ市で国民年金

に加入したとすると、申立人は、大学生であった期間中に、複数回、住民票

の異動を行う必要が生じることとなり、住民票を異動したことが無いとする

主張とは矛盾する。なお、申立人の母も申立人の住民票の異動手続をしたこ

とは無いとしている。 

   さらに、申立人が 20 歳になった昭和 61 年＊月から国外に居住していた平

成３年７月までは、申立人は国民年金の任意加入対象者であるが、申立人の

所持する年金手帳には、元年４月 13 日に国民年金の被保険者資格を取得した



                      

  

旨の記載があり、オンライン記録及びＡ市作成の国民年金被保険者名簿の被

保険者資格取得年月日とも一致する。任意加入者は、制度上、任意加入手続

を行った日から国民年金の被保険者資格を取得することになり、申立期間は

未加入期間となることから、申立人に対し、申立期間に係る保険料の納付書

が送付されることは無く、保険料を納付することはできなかったものと考え

られる。 

   加えて、Ｃ社会保険事務所（当時）によると、学生で国民年金に任意加入

していた者が国外に転出し引続き国民年金に加入する場合には、学生として

の任意加入の資格を一旦喪失し、新たに国外居住者としての任意加入手続が

必要となるとしており、Ａ市でも国外に転出する人には窓口で国民年金の任

意加入の説明を行っていたとしている。仮に申立人が 20 歳の学生時代に任意

加入したとすれば、国外転出時に再度、国民年金への加入の手続を行うこと

となり、加入手続の回数は２回となるが、申立人の母は、申立人に係る加入

手続の回数は１回だけとしていることから、申立人の主張には不合理な点が

みられる。 

そのほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 45年１月１日から同年６月１日まで 

私は、申立期間においてＡ社（現在は、Ｂ社）に所属し、Ｃ社、Ａ社及び

Ｄ社の３社の出資会社であるＥ社に勤務したが、社会保険事務所（当時）に

照会したところ、年金加入記録が無いと回答された。給与明細書等の資料は

無いが、申立期間について厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立人が申立期間においてＥ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、Ｂ社に照会したところ、申立人の申立期間において厚生年金保険の

加入に関する届出を行っていないと回答があり、かつ、同社から提出されたＡ

社及びＥ社の厚生年金保険の資格の得喪に係る「健康保険・厚生年金保険被保

険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書、資格喪失確認通知書」に記載され

ている内容は健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録と一致しており、この

ほかに、勤務状況や給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を示す関連

資料や供述は得られなかった。 

また、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は、Ｅ社において昭和

45年４月１日取得、同年８月 12日離職と記録されており、申立人が所属して

いたとする申立事業所の加入記録にはなっていない。 

さらに、Ｅ社は、昭和 45 年６月１日から厚生年金保険の適用事業所になっ

ており、同社における申立人の厚生年金保険の資格取得日と一致している。 

加えて、当時、申立人とＥ社で一緒に勤務した複数の同僚に照会したところ、

回答があった複数の同僚も、申立人の申立期間においてＡ社及びＥ社に係る厚

生年金保険の加入記録は無い。 



                      

  

その上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間にお

いて申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年５月から同年 11月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険加入記録を照会したところ、Ａ事

業所に期間雇用者として勤務した１年目の昭和46年５月から同年11月まで

の加入した記録はあるが、２年目の 47年５月から同年 11月までの申立期間

については加入した記録が無いと回答された。間違いなく勤務していたので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立人が申立期間当時、Ｂ社経営のＡ事業所に勤務

していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社が保管している「社会保険加入手続管理記録」には、同社に勤

務した１年目の加入記録はあるが、申立人の申立期間に係る資格取得及び喪失

についての記載は無く、これらの記録はオンライン記録と一致していることが

確認できる。 

また、同社の経理担当者は「申立期間当時の期間雇用者は、社会保険に加入

にするかしないかは本人の希望であった」と回答しているところ、申立人の１

年目に勤務した期間における雇用保険の加入記録は確認できるものの申立期

間における雇用保険の加入記録は無い。 

さらに、申立人と一緒に期間雇用者として勤務したとする同僚には、その勤

務していた期間について厚生年金保険に加入していない者が確認できる。 

加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したと

ころ、申立期間において申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や

乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



                      

  

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 516 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年２月１日から 46年 11月 30日まで 

私は、昭和 42 年ごろＡ社の社長の勧誘により入社したが、厚生年金保険

の記録は 46年 12月１日からしかなかった。 

昭和 42 年ごろ、前の職場から間を置かないで勤務し、Ａ社が厚生年金保

険の適用事業所となった 43 年２月から加入するのが正しいと思うので記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の複数の同僚の供述から、申立人が申立期間当時、Ａ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険の加入について、当時、社会保険の手続

を担当していた元役員に照会したが、当該事業所は 20 年以上も前に解散して

おり、資料は保管されていない上、Ｂ市に事業所があった時から社会保険の届

出関係を依頼されていた労務管理事務所は、昭和 59 年１月からの業務処理簿

しか保存しておらず詳細は分からないとしており、申立内容を裏付ける関連資

料や供述を得ることができなかった。 

また、オンライン記録によると、申立人から申立期間一緒に勤務したとして

名前が挙がった複数の同僚には当該事業所に係る厚生年金保険の加入記録が

無い者も複数いることから、当該事業所の元役員に照会したところ、「はっき

りと覚えていないが、加入させていない者もあったような気がする。」と供述

している。 

さらに、オンライン記録によると、当該事業所はＢ市からＣ市に移転した時

に改めて同市において新規に適用事業所となっているが、継続して勤務してい

る複数の同僚は、同市に移ってから、Ｂ市にいた当時の厚生年金保険被保険者



                      

  

記号番号で厚生年金保険に加入しているのに対し、申立人の同記号番号は当該

事業所がＣ市に移転した後に新規に取得されているのが確認できる。 

加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確

認したが、申立期間において申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠

番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 517 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35年 12月 21日から 44年４月 10日まで 

社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みとのことだった。 

しかし、私は脱退手当金を請求した記憶が無く、受け取った記憶も無いの

で、調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額

に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人と同時期に退職した複数の同僚は、退職時に事業所から脱退手

当金の説明を受けたと供述しているとともに、退職後に事業所から脱退手当金

について説明がなされた文書を受け取っている同僚がいることなどを踏まえ

ると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可

能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から 50年３月 31日まで 

私はＡ社に４年間勤務したが厚生年金保険が未加入となっている。同僚は

厚生年金保険に加入していたと言っていたので、当該期間に厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＡ社の事業主及び申立人の同僚の供述から、申立

人が申立期間において同社で勤務していたことは確認できる。 

しかし、当該事業所では、申立期間当時は政府管掌健康保険に加入するかＢ

健康保険組合に加入するかを従業員に選択させていたとし、Ｂ健康保険組合に

加入する者は厚生年金保険には加入させていなかったと供述している。 

また、申立人が当該事業所で一緒に働いていたと名前を挙げた３人は申立期

間に係る厚生年金保険の加入記録は無く、そのうち２人は申立期間以前に当該

事業所の厚生年金保険被保険者の資格を喪失しており、他の１人はＢ健康保険

組合に加入していたと供述している。 

さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したところ、

申立期間において申立人の記録が無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも

無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年７月 20日ごろまで 

私は申立期間にＡ社Ｂ事業所に勤務していたが、ねんきん特別便が届き確

認したところ、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無かった。勤務して

いたことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険被保険者と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人に係る人事関係資料及び雇用保険の記録により、申立

人は平成３年４月１日から同年７月 31 日まで臨時職員としてＡ社Ｂ事業所に

勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社が保管する賃金額及び控除額等が記載されている出勤簿におい

て、申立人の申立期間に係る賃金から厚生年金保険料は控除されていないこと

が確認できる。 

また、Ａ社は、申立期間当時の臨時職員に係る厚生年金保険の加入について、

職員の加入希望に基づき手続をしていたと回答しているところ、申立期間にＡ

社Ｂ事業所に臨時職員として勤務していた同僚は「私は昭和 63 年から平成４

年まで毎年７月から 12 月までの６か月間勤務したが、厚生年金保険の加入は

任意であったと思う。私は平成２年から厚生年金保険に加入した。」と供述し

ている。 

さらに、Ａ社が保管する平成３年度臨時職員名簿において、申立事業所に平

成３年４月１日から同年９月 30 日まで雇用されたことが確認できる同僚３名

のうち２名については、当該期間に厚生年金保険被保険者記録が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 11 月１日から 32 年４月 16 日まで 

  ② 昭和 39年 11月 16日から 40年４月 16日まで 

  ③ 昭和 40年 11月 16日から 41年４月 16日まで 

  ④ 昭和 41 年６月 16 日から同年９月１日まで 

  ⑤ 昭和 45年 10月１日から 46年 10月 16日まで 

私は申立期間①はＡ社に、申立期間②及び③はＢ社Ｃ工場に、申立期

間④及び⑤はＤ社（現在は、Ｅ社）に勤務したが、厚生年金保険の被保

険者記録が無かった。間違いなく勤務していたので、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、申立人に係る勤務実態や厚生年金保

険の適用について同社に照会したところ、当時の書類を保管しておらず、

申立内容を確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

また、申立期間において当該事業所に勤務していた者に照会したところ、

当該事業所では自分たちのような季節労働者が厚生年金保険に加入できる

ようになったのは昭和 32 年秋からだと供述している。 

このことについて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被

保険者名簿によると、昭和 31 年 10 月から同年 12 月までの期間に資格取得

した者はおらず、32 年 10 月から同年 12 月までの期間に資格取得した者は

45 人確認できる。 

さらに、Ｆ協会が保管している昭和 31 年度会員名簿の当該事業所欄に記

載されている者は、全員が申立期間において当該事業所に係る健康保険厚

生年金保険事業所別被保険者名簿に記録が無い。 



                      

  

Ｂ社Ｃ工場に係る申立期間②及び③については、Ｆ協会から提出のあっ

た申立人に係る経歴書及び雇用保険の加入記録から判断すると、昭和 39

年 11 月２日から 40 年４月 15 日までの期間及び同年 11 月 18 日から 41 年

４月 19 日までの期間おいて、申立人が同工場に勤務していたことが認めら

れる。 

しかし、当該工場は昭和 59 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、Ｂ社の後継事業所であるＧ社に照会したところ、申立期

間当時、Ｂ社には５つの工場があり、社会保険の適用及び給与の支払につ

いては各工場で行っていたため、各工場に係る資料は当社には無く、59 年

にＢ社は解散し、Ｂ社Ｃ工場はＨ社として独立したと回答している。 

また、Ｈ社は、平成 18 年 12 月 17 日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、事業主も死亡しているため、申立人に係る厚生年金保険の適

用について確認することができなかった。 

さらに、申立期間当時、当該工場において厚生年金保険の被保険者とな

っている者は、季節労働者だった時期は厚生年金保険に加入しておらず、

正社員になってから加入した、Ｃ工場では季節労働者は厚生年金保険には

加入していなかったと供述している。 

加えて、申立人が一緒に勤務したとしている同僚も、当該工場において

厚生年金保険の記録が無い上、Ｆ協会が保管している昭和 39 年度及び 40

年度会員名簿の当該事業所欄に記載されている者は、全員が申立期間にお

いて当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に記録が無い。 

Ｄ社に係る申立期間④及び⑤については、同社から提出された申立人に

係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知

書」及び「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」によると、

申立人の同社に係る厚生年金保険の資格取得日は昭和 41 年９月１日、資格

喪失日は 45 年 10 月１日であることが確認でき、これらの記録は健康保険

厚生年金保険被保険者原票の記録と一致しており、申立人の健康保険被保

険者証の返納年月日は同年 12 月１日と記録されているほか、申立期間にお

いて申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

さらに、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者と

なっている複数の者に照会したが、申立内容を裏付ける供述を得ることは

できなかった。 

このほか、申立人の申立期間①から⑤までにおける厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から⑤までに係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年５月１日から同年７月 29 日まで 

  ② 昭和 30 年５月１日から同年９月１日まで 

私は申立期間①についてはＡ社（その後、Ｂ社Ｃ工場）に、申立期間

②についてはＤ社に勤務したが、厚生年金保険の被保険者記録が無かっ

た。 

保険料控除の事実を確認できる給与明細書等の資料は無いが、厚生年

金保険に加入しているはずである。申立期間について厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、Ｅ事業所が保管している申立人の履

歴カード及び複数の同僚の供述により、申立人が申立期間において同社に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社が保管する被保險者名簿によると、申立人に係る厚生年金

保険の資格取得日は昭和 26 年７月 29 日と記録されており、当該記録は厚

生年金保険事業所別被保険者名簿の記録と一致している。 

また、申立人は臨時職員であったと供述しているが、申立期間当時に臨

時職員として勤務していた複数の同僚について調査したところ、入社月の

翌々月に厚生年金保険の被保険者となっていることが確認できる。 

   Ｄ社に係る申立期間②については、Ｅ事業所が保管している申立人の履

歴カードにより、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは推

認できる。 

しかし、申立事業所は平成 13 年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、当時の事業主も死亡しているため、申立人に係る勤



                      

  

務実態や厚生年金保険の適用について関連資料や供述を得ることができな

かった。 

また、申立事業所に勤務していた複数の同僚に照会したが、申立内容を

裏付ける具体的な供述を得ることができなかった。 

   さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

によると、申立人の資格取得日は昭和 30 年９月１日と記録されているほか、

申立期間において申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱

れも無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年 11 月１日から 39 年 10 月ごろまで 

私は申立期間においてＡ社に勤務していたが、社会保険事務所（当時）

に確認したところ厚生年金保険の被保険者記録が無かった。間違いなく

勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務していたと申し立てているが、同社は

平成元年４月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主も死亡又は所在不明であり、申立人の申立期間に係る勤務実態や

厚生年金保険の適用について確認できる関連資料や供述を得ることができ

なかった。 

また、申立人から供述のあった同僚及び申立期間当時に当該事業所に勤

務していた多数の同僚に照会したが、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

の適用について確認できる供述や関連資料を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間当時の社会保険事務担当者は、現場には多くの作業員

がおり、すべての者を厚生年金保険に加入させていたわけではないと供述

している。 

加えて、オンライン記録により、申立人は申立期間を含む昭和 39 年８月

17 日から同年 11 月 28 日までの期間、別事業所において厚生年金保険の被

保険者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年 10 月１日から 34 年４月１日まで 

私は申立期間にＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）に臨時職員として勤務

したが、社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したところ申立期間

の厚生年金保険被保険者記録が無かった。昭和 44 年にＢ事業所で臨時職

員として勤務した期間は厚生年金保険の被保険者記録がある。申立期間

についても厚生年金保険に加入したと思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所の事業を統括するＣ事業所が保管している申立人に係る人事関

係資料により、申立人は申立期間にＡ事業所に勤務していたことが確認で

きる。 

しかし、Ｃ事業所及びＢ事業所に照会したが、申立人に係る人事関係資

料のほかに申立内容を確認できる関連資料や供述を得ることはできなかっ

た。 

また、オンライン記録及び事業所記号簿によると、Ａ事業所が厚生年金

保険の適用事業所として存在した記録は無く、昭和 35 年４月 1 日に同事業

所から改称したＢ事業所は 56 年６月１日に新規適用事業所となっている

ことが確認できる。 

さらに、申立人が昭和 44 年にＢ事業所に勤務した際は、Ｃ事業所におい

て厚生年金保険の適用を受けていたことから、事業所記号簿を確認したと

ころ、Ｃ事業所は 35 年 11 月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となっ

ており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所ではない。 

加えて、申立期間にＣ事業所及びＢ事業所と同様にＣ事業所が統括する

県内の事業所で勤務したと供述する複数の者について、申立期間に厚生年



                      

  

金保険の被保険者であった者は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


